
いちごドリルプリント

昭和時代（戦後）プリン
ト 名前

問1 第二次世界大戦後の改革において実施された「財閥解体」の目的や仕組みについて説明したものとして、最も適切なものを選択してください。
（2018年 山形県公立入試 類似）

1. 軍需産業を国家が直接管理するこ
とで、武器の生産を効率化するため

2. 全ての主要企業を国有化し、政府
の計画に基づいて生産量を決定する
ため

3. 地主から土地を強制的に買い上げ
、小作人に安く売り渡すことで自作
農を増やすため

4. 特定の家族や資本家による経済支
配を終わらせ、企業間の自由な競争
を促すため

問2 第二次世界大戦後、ドイツにおいて「西ドイツ」と「東ドイツ」という二つの国家が成立し、国が東西に分断されるに至った直接的な背景は何
か。 （2016年 千葉県公立入試 類似）

1. バンドン会議において、アジア・
アフリカ諸国が中立を宣言したため

2. 大西洋憲章が発表され、ファシズ
ム国家の解体が決定したため

3. アメリカとソ連を中心とする陣営
間の冷戦が激化したため

4. 国際連合の信託統治が終了し、民
族自決による独立が認められたため

問3 戦後の日本外交の歩みにおいて、1956年に鳩山一郎内閣が行った出来事とその意義について述べた文として、最も適切なものはどれか。 （2024年

島根県公立入試 類似）

1. 連合国軍の占領を終わらせ、日本
の主権を回復させた

2. 韓国との間に日韓基本条約を締結
し、国交を正常化させた

3. ソ連との戦争状態を終結させて国
交を回復し、国際連合への加盟を果
たした

4. 中国との間に日中平和友好条約を
締結し、アジアとの経済関係を強化
した

問4 第二次世界大戦後の国際情勢をまとめた年表において、日本の昭和時代後半から平成時代が始まる直前までの期間に位置づけられる、東南アジ
アでの国際紛争を次の中から選びなさい。 （2026年 愛知県公立入試 類似）

1. 経済や政治の統合を目指したヨー
ロッパ連合（EU）の成立

2. 西欧諸国の軍事同盟である北大西
洋条約機構（NATO）の結成

3. 第一次世界大戦を終結させたベル
リン会議の開催

4. 冷戦の影響を強く受けたベトナム
戦争

問5 「現代日本と税」という視点から日本の経済史を考えたとき、1960年代から1990年代にかけての社会情勢の変化を説明した文として、出来事
の時系列が正しいものはどれですか。 （2020年 山口県公立入試 類似）

1. バブル崩壊による不況対策として
公害対策基本法が制定され、その影
響で石油価格が安定して高度経済成
長が始まった。

2. 石油危機による物価上昇を抑える
ために所得倍増計画が打ち出され、
その後、公害問題の解決とバブル経
済の形成が同時に進んだ。

3. 国民の納税の義務を明確にするた
めに所得倍増計画が中止され、石油
危機よりも前にバブル崩壊による経
済停滞が始まった。

4. 高度経済成長の過程で公害対策基
本法が整備され、石油危機による経
済の混乱を経て、1990年代初頭にバ
ブル崩壊が起こった。

問6 明治時代の初期の衆議院議員選挙において、選挙権を持つための条件となっていた「直接国税」の説明として最も適切なものはどれですか。
（2016年 神奈川県公立入試 類似）

1. 輸出入の際にかかる関税や、公共
施設の利用料のこと

2. 商品の購入時に支払う消費税や酒
税などの間接的な税金のこと

3. 地方自治体に納める住民税や固定
資産税などの地方税のこと

4. 国が個人に対して直接課す地租や
所得税などの税金のこと

問7 1970年代の日本外交の歩みを整理した記述として、1972年に田中角栄首相が果たした役割に関する説明のうち、最も適切なものを選びなさい
。 （2018年 沖縄県公立入試 類似）

1. ソ連を訪問して日ソ共同宣言に調
印し、国際連合への加盟を実現させ
た。

2. 日韓基本条約を締結し、大韓民国
政府を朝鮮半島にある唯一の合法的
な政府と認めた。

3. アメリカと中国の関係改善という
国際情勢の変化を受け、訪中して国
交正常化を宣言した。

4. アジア・アフリカ会議に参加し、
平和十原則を採択することで近隣諸
国との関係を深めた。

問8 1972年に、アメリカの統治下にあった沖縄の日本復帰を実現させた際の内閣総理大臣は誰ですか。 （2022年 香川県公立入試 類似）

1. 吉田茂 2. 岸信介 3. 佐藤栄作 4. 池田勇人

問9 1972年の沖縄返還と同じ年に、田中角栄首相が訪中して行われた外交上の出来事と、その後の1978年に福田赳夫内閣のもとで結ばれた条約の
組み合わせとして正しいものはどれですか。 （2016年 山形県公立入試 類似）

1. 1972年に「日中共同声明」が発
表され、1978年に「日中平和友好条
約」が締結された。

2. 1972年に「日中共同声明」が発
表され、1978年に「日韓基本条約」
が締結された。

3. 1972年に「日中平和友好条約」
が締結され、1978年に「日中共同声
明」が発表された。

4. 1972年に「日ソ共同宣言」が署
名され、1978年に「日中平和友好条
約」が締結された。

問10 1950年代後半から始まったテレビの普及が、日本の社会や人々の生活に与えた影響とその背景を説明した文として、最も適切なものを次の中か
ら選びなさい。 （2020年 岐阜県公立入試 類似）

1. 1970年代の石油危機に際し、政
府が節電を呼びかけるための広報手
段として各家庭への設置を義務付け
た。

2. 高度経済成長期の所得向上を背景
に普及し、全国に共通の流行やニュ
ースが同時に広まるきっかけとなっ
た。

3. インターネットの普及と同時期に
広まり、国民が自ら情報を発信し、
双方向でやり取りする社会を実現し
た。

4. ラジオに代わるメディアとして、
第一次世界大戦後の大正デモクラシ
ーの時期から都市部を中心に広まっ
た。

問11 1951年にアメリカ合衆国で開かれた会議において、日本がサンフランシスコ平和条約を調印したことでもたらされた政治上の大きな変化として
、最も適切なものはどれですか。 （2022年 埼玉県公立入試 類似）

1. ソ連との戦争状態が終結し、国際
連合への加盟が認められた

2. 日中平和友好条約が締結され、中
国との国交が正常化した

3. 国際連盟への加盟が認められ、常
任理事国となった

4. 連合国軍の占領が終わり、日本が
主権を回復して独立した

問12 1951年にサンフランシスコで調印された条約について、この条約の締結を主導した当時の日本の内閣総理大臣と、その条約が結ばれた主な背景
・目的を説明したものとして正しいものはどれですか。 （2022年 千葉県公立入試 類似）

1. 田中角栄 ― 長く断絶していた近
隣諸国との国交を回復し、経済協力
を進めるため

2. 岸信介 ― 日米間の安全保障体制
を強化し、冷戦下の防衛力を高める
ため

3. 吉田茂 ― 連合国との講和を実現
し、日本が主権を持つ国家として国
際社会に復帰するため

4. 佐藤栄作 ― 非核三原則を確立し
、アジアの平和と安定を主導するた
め



いちごドリルプリント

答え合わせ・解説
問1 答え 4

特定の家族や資本家による経済支配を終わら
せ、企業間の自由な競争を促すため

財閥解体は、農地改革や労働組合の育成と並んで「経済の民主化」の重要な柱とされました。
戦前の日本において巨大な資本力を持ち、軍部とも深く結びついていた財閥を解散させること
で、日本の軍事的な基盤を破壊すると同時に、独占を排除して民主的な経済発展を目指しまし
た。なお、「地主から土地を買い上げ…」という選択肢は農地改革の説明です。

問2 答え 3
アメリカとソ連を中心とする陣営間の冷戦が
激化したため

第二次世界大戦で敗北したドイツは、アメリカ、イギリス、フランス、ソ連の4カ国によって
分割占領されました。その後、自由主義を掲げる西側諸国と社会主義を掲げるソ連との間で「
冷戦」と呼ばれる対立が深刻化した結果、占領区域ごとに別個の政府が樹立され、東西分断が
決定定的となりました。

問3 答え 3
ソ連との戦争状態を終結させて国交を回復し
、国際連合への加盟を果たした

鳩山一郎内閣は、サンフランシスコ平和条約で未解決だったソ連との関係改善を最優先課題と
し、1956年に日ソ共同宣言を実現させました。これにより、日本は戦後の国際社会への復帰
を決定づける国際連合加盟を成し遂げました。なお、主権回復は1951年の吉田茂内閣、日韓
基本条約は1965年の佐藤栄作内閣によるものです。

問4 答え 4
冷戦の影響を強く受けたベトナム戦争

ベトナム戦争は、1960年代から1970年代半ばにかけて激化した国際紛争であり、時期的に日
本の高度経済成長期から安定成長期に重なります。選択肢にある北大西洋条約機構（NATO）
の結成は1949年（昭和24年）であり、冷戦初期の出来事です。また、ヨーロッパ連合（EU）
の成立は1993年（平成5年）であり、昭和時代よりも後の時期にあたります。地域の面でも、
東南アジアで発生したという記述に合致するのはベトナム戦争です。

問5 答え 4
高度経済成長の過程で公害対策基本法が整備
され、石油危機による経済の混乱を経て、19
90年代初頭にバブル崩壊が起こった。

日本の現代経済史では、まず1960年代に高度経済成長とそれに伴う公害問題（1967年公害対
策基本法）が起きました。次に1973年と1979年の石油危機によって安定成長期へと移行しま
す。そして1980年代後半の過熱した好景気が、1990年代初頭にバブル崩壊という形で終わり
を迎え、長期的な景気後退局面に入りました。

問6 答え 4
国が個人に対して直接課す地租や所得税など
の税金のこと

第1回衆議院議員総選挙の時代、選挙権を得るには「直接国税15円以上」を納める必要があり
ました。この直接国税とは、主に土地に対して課される地租や、個人の所得に対して課される
所得税を指します。当時は納税額によって国民を制限する「制限選挙」が行われており、有権
者は全人口の約1.1％というごく一部の富裕な男子に限られていました。

問7 答え 3
アメリカと中国の関係改善という国際情勢の
変化を受け、訪中して国交正常化を宣言した
。

1970年代初頭、それまで対立していたアメリカと中国が急接近（ニクソン訪中など）したこ
とで、東アジアの国際情勢は大きく変化しました。これを受けた田中角栄首相は、1972年に
中国を訪問して日中共同声明に署名し、日中間の国交を正常化させました。なお、アジア・ア
フリカ会議は1955年、日韓基本条約は1965年、日ソ共同宣言は1956年の出来事であり、い
ずれも1972年の出来事ではありません。

問8 答え 3
佐藤栄作

第二次世界大戦後、長らくアメリカの施政権下にあった沖縄の返還を日米交渉によって成し遂
げました。また、核兵器を「持たず、作らず、持ち込ませず」という非核三原則を提唱したこ
となども評価され、1974年には日本人として初めてのノーベル平和賞を受賞しています。

問9 答え 1
1972年に「日中共同声明」が発表され、197
8年に「日中平和友好条約」が締結された。

1972年は、アメリカから沖縄が日本へ返還された歴史的な年です。この年、田中角栄首相は
中国を訪問して「日中共同声明」に調印し、それまでの台湾（中華民国）との外交関係を終了
させる一方で、中華人民共和国との国交正常化を実現しました。その6年後の1978年に、さら
に安定的で長期的な平和関係を築くことを目的として「日中平和友好条約」が結ばれました。
両者の時期と名称を混同しないことが重要です。

問1
0

答え 2
高度経済成長期の所得向上を背景に普及し、
全国に共通の流行やニュースが同時に広まる
きっかけとなった。

高度経済成長による所得の増加と、大量生産による家電価格の低下が普及を後押ししました。
テレビを通じて全国の家庭に同じ映像情報が届けられるようになったことで、地域による情報
の格差が縮まり、全国的な消費文化やライフスタイルの均質化が進む一因となりました。

問1
1

答え 4
連合国軍の占領が終わり、日本が主権を回復
して独立した

この条約の最大の意義は、日本が独立を承認され、自らの主権を行使できるようになったこと
にあります。条約の発効日である1952年4月28日は、占領が終わった日として歴史的に重要
な意味を持ちます。

問1
2

答え 3
吉田茂 ― 連合国との講和を実現し、日本が
主権を持つ国家として国際社会に復帰するた
め

第二次世界大戦後の日本は連合国の占領下にありましたが、吉田茂内閣はサンフランシスコ平
和条約に調印することで、連合国との講和を達成しました。この条約の最大の目的は、日本が
独立を回復し、主権国家として再び国際社会の一員となることでした。この時、同時に日米安
全保障条約も結ばれています。


